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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 574 △43.4 △412 － △430 － △408 －

2021年12月期 1,014 △56.8 △625 － △629 － △1,440 －

（注）包括利益 2022年12月期 △417百万円 （－％） 2021年12月期 △1,494百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2022年12月期 △9.80 － △132.1 △56.1 △71.8
2021年12月期 △46.21 － △184.9 △33.2 △43.4

（参考）持分法投資損益 2022年12月期 －百万円 2021年12月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年12月期 808 127 15.8 3.06
2021年12月期 725 492 67.7 12.09

（参考）自己資本 2022年12月期 127百万円 2021年12月期 490百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年12月期 △518 26 520 54

2021年12月期 △757 2,504 △1,834 26

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2022年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2023年12月期
（予想）

－ 0.00 － 0.00 0.00 －

１．2022年12月期の連結業績（2022年１月１日～2022年12月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年１月１日～2023年12月31日）

連結業績予想につきましては、現時点で適切かつ合理的な業績予想の算定が困難なため開示を控えております。なお、

当該理由等につきましては、添付Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」に記載しておりますのでご覧く

ださい。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期 41,759,600株 2021年12月期 40,711,100株

②  期末自己株式数 2022年12月期 72株 2021年12月期 72株

③  期中平均株式数 2022年12月期 41,686,241株 2021年12月期 31,169,315株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 157 63.7 △300 － △338 － △639 －
2021年12月期 96 △49.5 △295 － △303 － △1,478 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2022年12月期 △15.34 －
2021年12月期 △47.43 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年12月期 746 126 16.9 3.02
2021年12月期 807 712 88.0 17.49

（参考）自己資本 2022年12月期 126百万円 2021年12月期 710百万円

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ．15「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更）」をご参照ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2022年12月期の個別業績（2022年１月１日～2022年12月31日）

（２）個別財政状態

＜個別業績の前期実績との差異の理由＞
当社は、当事業年度において、グループ事業再編の検討を開始し、主力事業の選択と経営資源の集中と行うためには厳
しい状態が続く財務状況の改善を図ることが最優先であると考え、持株会社体制を見直し、当社に事業の集約をするこ
とから得られる内部統制・管理コストの削減に取り掛かる必要があると結論に至り、主力事業と定めてるシステムイノ
ベーション事業の事業・人員を当社へ移管・移籍した結果、売上高が増加し、前事業年度の実績値と当事業年度との間
に差異が生じております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注
意事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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